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 国税庁はこのほど、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税」等のあらましを公表

しました。これは令和４年度税制改正による同特例の見直しを受けたものです。 

 

 今回公表された「あらまし」では、同制度の改正点を詳解した上で、特に注意が必要な点として、

省エネ住宅等について、住宅ローン控除の適用、相続時精算課税の適用などを掲げ注意を促してい

ます。その概要は、以下のとおりです。 

 

 省エネ等住宅については、断熱等性能等級４以上若しくは一次エネルギー消費量等級４以上であ

ること、耐震等級２以上若しくは免震建築物であること、または高齢者等配慮対策等級３以上であ

ること等の「省エネ基準」に適合する必要がありますが、それぞれの基準について住宅性能証明書

や建設住宅性能評価書の写し、住宅省エネルギー性能証明書等の証明を申告書に添付する必要があ

ります（非課税限度額：省エネ等住宅 1000万円・以外 500万円）。 

 

 住宅ローン控除を適用する場合には、住宅借入金等の年末残高の合計額が、住宅用の家屋の新築

等の対価の額又は費用の額から新非課税制度等の適用を受けた部分の金額を差し引いた額を超える

ときには、その超える部分については住宅ローン控除の適用はないとしています。 

 

 また、平成１５年１月１日から令和５年１２月３１日までに住宅取得資金贈与を受けた場合につ

いては、贈与者がその贈与の年の１月１日において６０歳未満であっても相続時精算課税を選択で

きるとしています。 

 

 なお、住宅資金贈与の新税制については令和４年１月１日以後の住宅資金贈与について適用とな

りますが、受贈年齢の引下げについては成人年齢が引き下げられた令和４年４月１日からの適用と

なるので注意が必要です。 
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